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　特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月30日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

長野県規則第43号

　　　特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則

　特殊勤務手当に関する規則（昭和44年長野県規則第９号）の一部を次のように改正する。

　第７条第１項第１号及び第４号中「又は診療エックス線技師」を削る。

　第15条第２項中「住居手当、配偶者手当及び子女教育手当」を「在外住居手当、同行配偶者手当、同行子女手当、子女教育手当及び

在外単身赴任手当」に、「にあつては同法の規定による支給額に 100分の 80 を乗じて得た額とし、住居手当にあつては同法の規定によ

る限度額に 100分の 80 を乗じて得た額を限度とし、配偶者手当にあつては」を「、同行配偶者手当及び同行子女手当にあつては、」に

改める。

　　　附　則

　（施行期日等）

１�　この規則は、令和８年８月１日から施行し、この規則による改正後の特殊勤務手当に関する規則（次項及び附則第３項において「改

正後の規則」という。）の規定は、同年４月１日から適用する。

　（外国勤務手当の内払）

２�　この規則による改正前の特殊勤務手当に関する規則の規定に基づいて、令和８年４月１日以後の分として職員に支払われた外国勤

務手当は、改正後の規則の規定による外国勤務手当の内払とみなす。

　（同行子女手当相当額に関する経過措置）

３�　令和８年４月１日からこの規則の施行の日の前日までの間において、一般職の職員の給与に関する条例（昭和27年長野県条例第６

号）第13条の規定により扶養手当（在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤務する外務公務員の給与に関する法律（昭和27年法
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　財務規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月30日

	 長野県知事　阿　部　守　一

長野県規則第45号

　　　財務規則の一部を改正する規則

　財務規則（昭和42年長野県規則第２号）の一部を次のように改正する。

　第291条及び第292条第２項中「第243条の２の８第１項後段」を「第243条の２の９第１項後段」に改める。

　第293条中「第243条の２の８第３項」を「第243条の２の９第３項」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和８年９月24日から施行する。

会　計　課

　一般職の職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月30日

	 長野県人事委員会委員長　青　木　　　悟　

長野県人事委員会規則第19号

　　　一般職の職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則

　一般職の職員の旅費に関する規則（昭和30年長野県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　第８条第２号中「車賃、宿泊料」を「その他の交通費、宿泊料、包括宿泊費」に改める。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。

人事委員会事務局

　県職員以外の者の旅費又は費用弁償に関する規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和８年７月30日

	 長野県知事　阿　部　守　一

長野県規則第44号

　　　県職員以外の者の旅費又は費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

　県職員以外の者の旅費又は費用弁償に関する規則（昭和33年長野県規則第60号）の一部を次のように改正する。

　第１条中「第173条の６」を「第173条の７」に改める。

　第４条の見出し中「種類」を「種目」に改め、同条第１項中「種類」を「種目」に、「車賃、宿泊料」を「その他の交通費、宿泊料、

包括宿泊費」に、「扶養親族移転料」を「家族移転料」に改め、同条第２項中「種類」を「種目」に、「車賃、宿泊料」を「その他の交通費、

宿泊料、包括宿泊費」に改める。

　　　附　則

　（施行期日等）

１　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条の改正規定は、令和８年９月24日から施行する。

２�　この規則による改正後の県職員以外の者の旅費又は費用弁償に関する規則第４条の規定（家族移転料に係る部分に限る。）は令和

８年３月１日から、同条の規定（家族移転料に係る部分を除く。）は同年４月１日から適用する。

財　政　課

人　事　課

律第93号）第６条第５項に規定する同行子女に相当する子に係るものに限る。）の支給を受けた職員に係る同行子女手当相当額（改

正後の規則第15条第２項の規定による外国勤務手当の額のうち同行子女手当に相当する額をいう。以下同じ。）は、当該扶養手当の

額を控除した額とする。ただし、月の中途において同行子女手当相当額の支給を受けることとなった場合における当該月の分につい

ては、この限りでない。


